
＜生産＞

(1)産出額（市場価格表示）

6兆3,789億円

(2)県内総生産（市場価格表示） 固定資本減耗

3兆6,025億円

(3)県内純生産（市場価格表示） 生産・輸入品に課される税－補助金

2兆7,640億円

(4)県内純生産（要素費用表示) 営業余剰・混合所得

2兆3,840億円

＜分配＞

(5)県内要素所得（要素費用表示） 営業余剰・混合所得

2兆3,840億円

(6)県民所得（要素費用表示）

2兆4,483億円

域外からの所得(純)

(7)県民所得（要素費用表示） 財産所得(非企業部門）

2兆4,483億円 企業所得

＜支出＞

3兆6,025億円

(9)県民総所得（市場価格表示）

3兆6,668億円

域外からの所得(純)

（注１）概念図のため、金額と図幅は必ずしも対応しない。

（注２）財貨・サービスの純移出（含、統計上の不突合）

　　　　　＝財貨・サービスの移出－財貨・サービスの移入＋統計上の不突合

3兆6,025億円 2兆7,764億円

2兆881億円 7,427億円

民間最終消費支出

県内純生産（市場価格表示）

2兆7,640億円 8,384億円

県内
総資本形成

9,409億円

870億円

5,176億円

643億円

2兆3,840億円

県内総生産

財貨・サービスの純移出
（含、統計上の不突合）

 △1,692億円

(8)県内総生産（支出側）
（市場価格表示）

地方政府等
最終消費支出

令和２年度　宮崎県県民経済計算の相互関連図

産出額

6兆3,789億円

県内総生産 中間投入

643億円

県民雇用者報酬

1兆8,437億円

県内純生産（要素費用表示）

2兆3,840億円 3,801億円

県内雇用者報酬

1兆8,383億円

県内雇用者報酬

1兆8,383億円 5,457億円

5,457億円

県内純生産（要素費用表示）

3兆6,025億円



※内閣府が公表している景気基準日を用いているが、景気拡大期・後退期については通称である。
※年度により基準年が異なるため、厳密には接続しない。
　基準年はS45～S49：S55年、S50～H1：H2年、H2～H7：H7年、H8～H12：H12年、H13～H17：H17年、H18～H22：H23年、H23～R2：H27年である。
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その他の産業 卸売・小売業

建設業 製造業

農業 国内総生産（右軸）

単位：千億円 県内総生産の推移（昭和45年度～令和２年度） 単位：兆円
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